
令和７年度老人保健事業推進費等補助金 

（老人保健健康増進等事業） 

 

 

日本の介護技術のアジア標準化を目指した介護技術教材の開発及び

活用事例に関する調査研究事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校法人産業医科大学 

 

令和８年３月 

 

  



目次 

 

 

要約        ---------  1 

 

１．目的       ---------  3 

 

２．調査研究の体制及び過程     ---------  3 

 

３．事業結果       ---------  4 

 

３－１．外国語対応動画教材の開発    ---------  4 

 

３－２．iTherapyと ICF シートの統合に関する検討   --------- 16 

 

４．考察       --------- 26 

 

６．今後の展開方針      --------- 27 

 



1 

 

要約 

 

【目的】本事業は外国人介護人材が、質の高い介護技術を学ぶことを支援する多言語対応の

動画学習教材を開発し、それを用いた標準的な研修プログラムを策定することを目的とし

た。 

【事業概要】本事業では以下の検討を行った。 

(1) 外国人向け動画教材の開発： 昨年度行ったアンケート調査及び医療系実業学校（イン

ドネシア・ソロ市）での模擬授業の結果を踏まえて、必要な改修を行った。具体的には、基

本的な介護行為別（移乗、食事、排泄、入浴、更衣）に複数のショートムービーを作成し、

それをもとに体系的なカリキュラム（４カ月コース）を作成した。また、自己学習が可能に

なるよう Chat botを作成し、学習者が関心事項に関する動画にアクセスしやすい環境を整

備した。 

(2) 上記のカリキュラムを用いて、１施設において技能実習生を対象とした研修を行い、そ

の効果を分析した。また、指導上の課題について整理した。 

(3) 作成した動画教材を用いて、外国人学生及び技能実習生と日本人のスタッフがインタ

ラクティブに学ぶことができる仕組みとしてメタバース空間を整備し、そこで動画教材を

見ながら学習できる仕組みを開発した。この仕組みを用いた講義をインドネシア・ソロ市の

医療系実業学校の５４名の学生を対象にモデル的に行い、アンケート改善点等を検討した。 

(4) 教育研修上の課題について、インドネシア・ソロ市の医療系実業学校及び職業訓練校の

教員の聞き取り調査を行い、教材及びそれを用いた教育研修システムの改善点を整理した。 

【調査研究の経過】本事業は以下の工程で行った。 

令和７年 6月～10月： 動画教材の改修及びメタバース空間の整備。 

令和７年 9月～12月： モデルカリキュラムに基づいた研修の実施と指導上の課題の整理。 

令和 8 年 1 月（19 日～21 日）： インドネシア・ソロ市の医療系実業学校でのモデル授業

（オンサイト及びオンラインを併用）。学生を対象としたアンケートの実施。医療系実業学

校及び職業訓練校の教員への聞き取り調査。 

令和 8年 2月（3日～5日）： 函館市の研究協力施設（高橋病院）での教育研修システムの

検討及びミャンマー人技能実習生を対象としたヒアリングの実施。 

令和 8年 1月～3月： 分析結果をもとにした教材の改修及び報告書の作成。 

【事業結果】本事業の主な結果は以下のとおりである。 

(1) 外国語動画教材の開発： 昨年度の事業結果を踏まえて、より学びやすい環境の整備

（Chat botの開発、メタバース空間の設計）を行うことができた。現地の教育担当者から

の日本の生活に関する具体的なイメージがあるとよいとの助言を踏まえて、動画教材の中

で日本の生活様式（食事や家にはいるときに靴をぬぐ習慣など）に関する説明を入れると同

時に、長崎の商店街をモデルにしたメタバース空間を作成し、そこでの交流を通して日本で

の生活を疑似体験する仕組みを作成した。基本的なショート動画については SNS で配信し
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ているが、令和 8年 1月末時点で 5000人以上のインドネシア人がサイトに登録し、閲覧を

行っている。1 月に初めて訪問した職業訓練校の学生もすでに iTherapy をベースとしたイ

ンドネシア語版動画教材を活用していた。また、アンケート結果でも 98％の学生が継続的

な活用をしたいと回答していた。 

なお、多言語教材については、ミャンマー語、ベトナム語、タガログ語、ヒンディ語につい

ても試験的に開発を行い、このうちミャンマー語、ベトナム語については基本的な介護行為

についての一連の教材を整備し、これらの国の外国人技能実習生を雇用している 3 つの施

設で試行的に活用を行ってもらっており、その結果を今後分析する予定である。 

(2) 外国人向け自習システムの開発： 学習効果・研修効果を高めるためには、外国人学

生・研修性が自らの実践を評価する仕組みが必要であるとの認識から、学生・研修生が自ら

の介護行為の実践を録画し、それを iTherapy に実装した AI で分析し、課題点を抽出する

仕組みについて試験的に作成した。まだ、精度が低いため、今後の検討の中で実用的な仕組

みにする予定である。 

(3) 指導者用ガイドラインの作成： 作成したカリキュラムに基づく指導を通して、留意す

べき点の整理を行った。この結果を踏まえて、今後日本人指導者向けのガイドラインを作成

する予定としている。また、動画教材の活用に当たって、それに関連したチェックテストの

開発も現在行っており、この結果を e-learningシステムと組み合わせて、カスタマイズさ

れた指導を行うためのシステムの構築を今後行う予定である。 
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１． 目的 

本事業は外国人介護人材が、質の高い介護技術を学ぶことを支援する多言語対応の動画

学習教材を開発し、それを用いた標準的な研修プログラムを策定することを目的とした。 

具体的には、令和 6年度の本事業で、作成した外国人向けの介護学習用の動画教材（インド

ネシア語、ヒンディ語）を、令和 7年度の本事業で、さらに発展させ、海外現地及び日本国

内の介護現場向けにそれぞれ教材動画とそれを用いた標準的な研修カリキュラムと教科書

を作成することを目的とした。また、外国人介護人材が日本に来て、現場で活躍できるよう

するとともに、日本人介護職員が海外現地の現場で介護を実践できるようにするための教

材づくりも目的とした。これにより、日本の介護技術のアジア標準化を一層進めていくこと

が本事業の長期的な目的である。 

 

２． 調査研究の体制及び過程 

調査研究は以下の体制で行った。 

松田晋哉（産業医科大学・公衆衛生学教室 名誉教授 産業生態科学研究所・環境疫学研究

室 訪問研究員）：調査研究全体の企画及び関連諸機関との調整。多国語対応動画教材の設

計及び開発、報告書作成 

藤野善久（産業医科大学 産業生態科学研究所・環境疫学研究室 教授）： データ分析 

川副功成（産業医科大学 産業生態科学研究所・環境疫学研究室 訪問研究員）：多国語対

応動画教材の設計及び開発、報告書作成 

また、iTherapyと ICF Sheetとの連結に関する要件を整理するために、研究協力者として

以下の方々の参画を得た。 

高橋 肇（社会医療法人高橋病院 理事長） 

滝沢礼子（社会医療法人高橋病院 法人情報システム室 室長 ） 

二橋大介（社会医療法人高橋病院 法人情報システム室） 

野田正貴（社会医療法人高橋病院 リハビリテーション部） 

佐藤美知子 （社会医療法人高橋病院 老人保健施設ゆとりろケアマネージャー） 

 

調査研究の経過は以下の通りである。 

令和７年 6月～10月： 動画教材の改修及びメタバース空間の整備。 

令和７年 9月～12月： モデルカリキュラムに基づいた研修の実施と指導上の課題の整理。 

令和 8 年 1 月（19 日～21 日）： インドネシア・ソロ市の医療系実業学校でのモデル授業

（オンサイト及びオンラインを併用）。学生を対象としたアンケートの実施。医療系実業学

校及び職業訓練校の教員への聞き取り調査。 

令和 8年 2月（3日～5日）： 函館市の研究協力施設（高橋病院）での教育研修システムの

検討及びミャンマー人技能実習生を対象としたヒアリングの実施。 

令和 8年 1月～3月： 分析結果をもとにした教材の改修及び報告書の作成。  
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３． 事業結果 

3-1 外国語対応動画教材の開発 

（１） 外国語対応動画教材の開発 

① インドネシア語版動画教材の概要 

 

基本介護 行為別（種別） 
ショート動画のス

クリーンショット 
簡単な説明 

基礎 01 介護概論（名前） 

 

介護者の呼称をイ

ンドネシア語字幕

で示し、介護概論の

導入となる基本用

語を学ぶ場面を示

している。 

基礎 02 身体部位の名称 

 

手首を例に身体部

位の名称を字幕付

きで示し、介護場面

で必要となる基礎

語彙の習得を図っ

ている。 

基礎 03 生活援助 

 

洗濯バサミを示し、

生活援助で扱う物

品と日常生活支援

に関する語彙を結

び付けて学べる構

成としている。 

基礎 04 
介助準備と起居動

作 

 

ベッド上で身体の

向きを変える場面

を示し、介助準備と

起居動作の基本手

順を理解できる内

容としている。 
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基礎 05 座位と良姿位保持 

 

椅子に深く腰掛け

た姿勢を示し、座位

の安定化と良姿位

保持のポイントを

学べる内容として

いる。 

基礎 06 立ち上がり介助 

 

前傾姿勢を促しな

がら立ち上がりを

支援する場面を示

し、安全な立ち上が

り介助を学べる構

成としている。 

基礎 07 車椅子介助 

 

利用者をゆっくり

着座へ導く場面を

示し、車椅子介助時

の声かけと安全確

認の要点を学べる

内容としている。 

基礎 08 排泄介助準備 

 

排泄介助前に衣類

と身体の位置を整

える場面を示し、排

泄動作前の準備手

順を学べる内容と

している。 

基礎 09 介護事故について 

 

転倒・転落の具体例

を字幕付きで示し、

介護事故の代表例

と事故予防上の注

意点を理解できる

内容としている。 
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② ベトナム語版動画教材の概要 

 

基本介護 

iTherapy

コード 

行為別 

（種別） 

iTherapy動画（ベトナム語変換） 

のスクリーンショット 
簡単な説明 

起居介助 

介護ベッ

ドから車

椅子への

移乗動作 

 

ベトナム語に翻訳し

た iTherapy短尺教材

の画面例。介護ベッ

ドから車椅子への移

乗介助について、画

面左側の選択メニュ

ーと中央の教材表示

を用い、介助手順及

び留意点をベトナム

語で確認できる構成

としている。 

 

③ ミャンマー語版動画教材の概要 

 

基本介護 

iTherapy

コード 

行為別 

（種別） 

iTherapy動画（ミャンマー語変換） 

のスクリーンショット 
簡単な説明 

歩行介助 

車椅子の

移動介助

と歩行訓

練を行う

理学療法

士の補助 
 

ミャンマー語に翻訳

した iTherapy 短尺

教材の画面例。車椅

子の移動介助及び歩

行訓練時の理学療法

士補助に関する内容

を、ミャンマー語の

文字情報と画像を組

み合わせて提示し、

行為別に学習できる

構成としている。 

 

（２） 教育支援システムの開発 

① インドネシア語版研修カリキュラム 
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カリキュラムの表 

 

動画を用いて研修の様子 
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② インドネシア語版 Chat bot 

 

インドネシア語版 Chat botのスクリーンショット 簡単な説明 

 

インドネシア語版

Chat botの画面例。

介護ベッド周辺での

車椅子の介助場面の

動画を参照しつつ、

介助手順、安全確保、

声かけの要点につい

てインドネシア語で

対話形式の説明を提

示する機能を実装し

ている。 

 

③ メタバース空間の整備 

 

メタバース空間のスクリーンショット 簡単な説明 

 

メタバース上に整備

した介護施設（ケア

ハウス）の画面例。

学習者はアバターで

仮想施設を訪れ、大

型スクリーンに投影

された介護研修動画

等を視聴できる構成

としており、遠隔下

でも介護現場の実態

を共有しやすい環境

を実装出来ている。 
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（３） 学生アンケートの分析結果 

     

1. 要約 

iTherapy（介護動画教材）を用いた介護研修ワークショップ受講した学生のアンケート結果

を①研修の受容性（わかりやすさ・理解・継続意向等）②学習者の不安構造（言語・試験／

生活・環境）③対象特性に応じた教育方針（層別化）の観点から整理した。日本で働くこと

への意向は高く、回答者の大多数が日本で介護の仕事を希望している（図 1）。不安の中心

は「試験」「日本語」に集中し、次いで「文化・差別」「生活費」等が続く（図 2）。iTherapy

研修は「わかりやすい」「手順が理解できた」「上達すると思う」「続けたい」といった肯定

的評価が高い（図 4〜6）。教材比較では、理解しやすい媒体として iTherapy が圧倒的に選

好されている（図 3）。不安は 2軸（生活・環境不安／言語・試験不安）で整理でき、4つの

学習者群（クラスタ）に層別化できる（図 7〜9）。以上より、iTherapyを中核とする動画教

育は外国人介護人材育成において有効性が示唆され、対象の課題に応じて支援を最適化す

ることで効果最大化が期待される。 

主要指標（抜粋） 

指標 結果（例） 備考 

就労意向（Q8） 「ぜひしたい」98.1%

（n=53/54） 

無回答を除く 

最大不安（Q16） 試験 31.5%、日本語 27.8% 図 2参照 

理解しやすい媒体（Q26） iTherapy 96.3%（n=52/54） 教科書は少数 

手順理解（Q24） 理解できた 98.1%

（n=53/54） 

 

上達期待（Q27） 上達する 98.1%（n=53/54）  

継続意向（Q28） 続けたい 98.1%（n=53/54）  

 

2. 背景・目的 

外国人介護人材の育成では、言語・試験対策に加え、介護技術の動作理解や現場への適応を

支える教材設計が重要である。iTherapyは、介護の手順・観察・声かけ等を動画で提示し、

反復学習の為の介護の動画事例の共有システムである。調査では、iTherapy 研修の受容性

と、学習者の課題構造を把握し、教育方針を層別化する基礎資料を得ることを目的とした。 
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3. 対象・方法 

対象：インドネシアで日本の介護を学び、特定技能（介護）で日本就労を希望する学生（回

答者 n=54）。 

データ：アンケート（選択式＋一部自由記述）。 

分析：単純集計（Q8、Q16、Q21〜Q28）、不安項目（Q15：8項目・1〜5尺度）の探索的因子

分析、因子得点に基づくクラスタ分析（k=4）。 

注記：一部設問は未回答があり、設問ごとに有効回答数が異なる（図表に nを併記）。 

 

4. 結果 

4-1. 就労意向 

日本で介護の仕事を希望する回答者が大多数であり、学習モチベーションの高さが確認で

きる。 

 

図 1 日本で介護の仕事をしたいか（Q8） 

4-2. 最大の不安 

最大不安は「試験」「日本語」が中心であり、次いで「文化・差別」「生活費」等が続く。 

 

図 2 一番大きい不安（Q16） 
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4-3. iTherapy 研修の受容性（抜粋） 

iTherapy研修は「わかりやすさ」「手順理解」「上達期待」「継続意向」において肯定的回答

が高い。また、理解しやすい媒体として iTherapyが強く選好されている。 

  

図 3 わかりやすさ（Q21） 図 4 動作手順の理解（Q24） 

 

  

図 5 理解しやすいのは？（Q26） 図 6 上達すると思うか（Q27） 

 

 

図 7 研修を続けたいか（Q28） 

4-4. 不安の構造と対象層別化（Q15） 

Q15（不安 8項目・1〜5尺度）について探索的因子分析を実施した。妥当性指標（KMO、Bartlett

検定）より、因子分析が適用可能な相関構造が確認された。抽出された因子は、概ね「生活・

環境不安」と「言語・試験不安」の 2軸として解釈できる。 
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指標 値 

有効回答数（Q15完全回答） 53 / 60 

KMO（全体） 0.722 

Bartlett球面性検定 χ²(28)=80.51, p=5.59e-07 

Cronbach’s α（8項目） 0.704 

 

因子得点に基づき、回答者を 4クラスタに分類した。 

 

図 8 クラスタ人数（n=60） 

 

図 9 クラスタ構成（n=60） 
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図 10 因子散布図（生活・環境不安 × 言語・試験不安） 

 

図 11 Q15 不安（1〜5）の平均（クラスタ別） 

 

5. 教育方針（対象の質に応じた支援設計） 

iTherapy を共通コア教材として位置づけた上で、クラスタ別に重点支援を追加する設計

が有効である。以下は本調査結果にもとづく運用指針（例）である。 
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対象群 方針（狙い） 支援パッケージ例（教材／

面談／説明会） 

C3 言語・試験不安 高（n=7） 日本語会話・試験対策を最

優先 

会話ロールプレイ／頻出語

彙／週 1 模試＋フィードバ

ック 

C4 生活・環境不安 高（n=12） 生活設計・契約理解・相談導

線を最優先 

生活費モデル／契約・控除

の可視化／文化適応オリエ

ン＋面談 

C2 中程度（n=29） 学習計画の可視化と伴走で

伸ばす 

4 週間ロードマップ／小テ

スト／隔週面談 

C1 低不安（n=12） 自走＋ピア支援で全体底上

げ 

応用ケース教材／学習会の

ファシリ役／振り返り共有 

 

6. 研究上の限界と今後の検証 

このアンケート結果「有効性」は、主に受講直後の自己評価（受容性・主観評価）に基づ

いており、技能到達度や試験成績等の客観指標は含まれない。対象はインドネシア国の SMK

（SMK Mandala Bhakti Surakarta）特定の教育機関の学生であり、他地域・他集団への一般

化には追加検証が必要と考えられる。また、アンケートの記載で未回答がある設問が存在し、

設問ごとに有効回答数が異なる（図表に nを併記）。今後は、事前・事後テスト（知識／用

語）、実技チェック（OSCE 等）、模擬試験の点数推移など客観指標と連動させ、効果検証を

実施できればと考えている。 

 

7. 結論 

ア ンケートを分析し、iTherapy を活用した介護動画教育は、日本で就労を希望する外国

人介護人材候補者に対して高い受容性と学習継続意向を示すことが確認された。また、日本

で働くことへの不安構造は「言語・試験」と「生活・環境」の 2軸で整理でき、対象特性に

応じた教育設計（層別化）を行うことで、学習成果および日本での就労定着に向けた支援の

最適化が期待される。 
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付録 図表一覧 

番号 内容 

図 1 日本で介護の仕事をしたいか（Q8） 

図 2 一番大きい不安（Q16） 

図 3 わかりやすさ（Q21） 

図 4 動作手順の理解（Q24） 

図 5 理解しやすいのは？（Q26） 

図 6 上達すると思うか（Q27） 

図 7 研修を続けたいか（Q28） 

図 8 クラスタ人数（n=60） 

図 9 クラスタ構成（n=60） 

図 10 因子散布図（生活・環境不安 × 言語・試験

不安） 

図 11 Q15 不安（1〜5）の平均（クラスタ別） 
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3-2. iTherapyと ICF シートの統合に関する検討 

（１）検討の概要： 

高橋病院の ICFは、患者ごとに１ファイルの Excelからなり、ICF シートごとに Excel

シートが連なる構成となっている。このシートには以下のような特徴がある。 

・ 事前に取り決めた ICFシートの書式にあわせて入力することで、単純な ICFの入力

/清書だけではなく、ICF シートを横断しての時系列集約や、標準化された ICF デ

ータの取り込み機能などが利用できる。 

・ ユーザー目線では「ただの Excelファイル」だが、裏側ではマクロを多用した入力

支援や XML処理などを行っている。 

・ ICFの入力はセラピストなど専門性が高い職種が行っているが、単純な誤字脱字の

みならず、内容の整合性について疑問が残る。ただし、過去の事例からこの ICFが

登場する時はこの ICFが書き込まれるなどの知見も存在する。 

 

ICFシートの入力内容は入力者の経験により精度が増すが、この解析を人工知能での

補完することで、より実用的な仕組みとすることが可能となる。本事業ではこの可能性

について検討した。 

 

（２）開発した仕組み： 

今回検討したシステムの開発方針は以下のとおりである。 

・ 入力した ICF シート１枚から、各 ICFデータをドメイン（カテゴリ）とテキストで

JSONとして抜き出し、プロンプト化し、AIに REST API で送り、結果を取得する。 

・ フロントエンドはすべて Excelで行う 

ここで Excelをフロントエンドにする理由は以下のとおりである。 

クラウド（もしくはローカル）の LLMを REST APIで使う場合、pythonやフレームワ

ークを使った WEB インタフェースを使った方が構築が楽だとしても現場目線では「新

たなシステムの習得」につながる。そのため既に日常運用に浸透した Excelを使うこと

で、現場の苦手意識を少しでも軽減することを優先するために Excel のみでの構築を

前提とした。 

 

（３）正確性の検証： 

実務で ICFシートを iTherapyコードとの自動連結を可能にするためには、最終的な

理想形もしくは将来的には「単一の ICFシートの検証」のみならず 全シート

での検証、患者を横断しての蓄積データからの検証、他のデータとの連携だが、今年度

事業ではまず「単一シートの ICFの検証」を行った。具体的には、入力された ICFデー

タを「ドメイン（カテゴリ）」「入力テキスト」「順番」で JSON配列化し、共通的なプロ

ンプトを付与/結合して AIに検証させることを試みた。以下、の実装例を説明する。 
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実装その１：JSON処理 

これまで VBA の制約から XMLを多用してきたが、 今回使用する AIのいずれも

（REST APIだとしても）JSON形式で返すため、Excel用の JSONモジュールを独自に開

発した。これは Excelの標準機能では JSONライブラリがなく、また公式（推奨）のラ

イブラリは古いのもしかないためでまた、AI サイトの返す曖昧で微妙と言うか解釈に

よってはエラーになる JSONを 処理するには既存ライブラリでは不都合が多いと判断

した。そこ、今回 VBAのみで JSONのパースとアクセスを行う sophiajsonを開発した 

 

実装その２：プロンプトエンジニアリング 

実験の結果、単純に ICFの入力文字列をつなげただけでは AIが ICFと認識するとは限

らず、また心身機能・構造や活動と言ったドメイン（カテゴリ）を付与して渡す必要が

あるとも判明した。一方で ICFは標準化されてないため、独自で JSON 化してプロンプ

トとした。 

 

 ICFの JSON 例 

 { 

  "ICF":[ 

   { 

    "category" : "心身機能・構造", 

    "text"  : "全身筋力・体力低下", 

    ... 

   }, 

  ] 

 

 

この書式に従い、入力された ICFを動的に JSON化、また、保守性を考慮してプロンプ

トテンプレートは Excel セルにて指定できるようハードコードを避ける仕組みも合わ

せて実装した。 

 

実装その３：AI処理 

当初はローカル LLM を使用していたが、機材の関係で現実的なレスポンスにならなか

ったため、クラウドの Microsoft Azure OpenAI chatgpt4-1 を使用した。使用した

chatgpt4-1では平均レスポンス約 10秒だが、スケールレベルを上げれば改善されるこ

とも確認済みである。 
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実装その４：ユーザーインターフェース 

ユーザーのマクロ起動により、以下の処理が行われる 

 １．カレントシートの ICFデータの JSON化 

 ２．共通テンプレート文字列と連結してプロンプト化 

 ３．結果を JSON指定して、VBA http モジュールで AI処理 

 ４．取得した JSONを sophiajsonモジュールにて処理 

 ５．msgbox にて表示 

 

（４）検証の結果： 

単一 ICFシートからでは誤字や脱字、相互の関係程度しか確認できなかった。また、ド

メイン（カテゴリ）違いや、アルブミン値からの低栄養の記載もれなどが検証された。

ちなみに、開発の途中段階でローカル LLM+RAG 環境だったためか、繰り返し検証を行う

過程で検証精度が向上し、今後の RAGに重要性が再認識できた。 

 

（５）iTherapyコードとの連結 

iTherapy コードに付与されている説明をもとに、該当する ICF コードを推察し、そ

れを ICF シートに記載されいる内容に体系的に紐づける実証を行った。紐づけはおお

むね適切に行われたが、看護行為等でいくつか再定義が必要なものが検出された。この

原因としては iTherapy側の看護行為の精緻化レベルが考えられることから、介護およ

び慢性期医療の現場における看護行為の再調査が必要であると考えられた。 

以上の検討によって作成したモデルシステムを図 12から図 18に示した。 

（６）考察： 

すでに高橋病院には数千人/数十万件の IC データが標準化された状態で蓄積されて

おり、また電子カルテの処方や病名などの情報とも突合が可能状態にある。現行は単一

ICF シートの検証だとして、同一患者の時系列からの予測、同一の疾患や指標による検

証、予測が可能となる展開が見込まれる。 
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図 12 分析用 ICFアセスメントの概要 
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図 13 ICFシートを iTherapyに展開する選択画面 
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図 14 ICFシートを iTherapyに展開した結果を示した場面 
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図 15 ICFシートの多言語化（モデルデータ） 
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図 16 ICFシートをインドネシア語に変換する選択画面（１） 
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図 17 ICFシートをインドネシア語に変換する選択画面（2） 
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図 18 ICFシートをインドネシア語に変換した画面の例 
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４． 考察 

 今年度事業では、昨年度事業の検証結果を踏まえて iTherapyによる介護動画教材を、基

礎的な ADL別にショート動画を作成し、それを体系化したカリキュラムを作成した。国内事

業所における実証においては、その有効性が確認された。また、インドネシアで行った介護

研修ワークショップ受講した学生のアンケート結果を①研修の受容性（わかりやすさ・理

解・継続意向等）②学習者の不安構造（言語・試験／生活・環境）③対象特性に応じた教育

方針（層別化）の観点から整理した。日本で働くことへの意向は高く、回答者の大多数が日

本で介護の仕事を希望していた。不安の中心は「試験」「日本語」に集中し、次いで「文化・

差別」「生活費」等が続いていた。iTherapy 研修は「わかりやすい」「手順が理解できた」

「上達すると思う」「続けたい」といった肯定的評価が高く、他の教材との比較では、理解

しやすい媒体として iTherapyが圧倒的に選好されていた。 

 作成した動画教材については、関心領域について Chat botで質問し、該当する動画を検

索し、学べる環境を整備した。また、動画教材を日本人ケアワーカーと一緒に見ながらイン

タラクティブに学べるメタバース空間を整備し、その試験的引用も行った。いずれの仕組み

も、インドネシア人学生に好評であった。ショート動画教材については令和８年２月末時点

で 5,000 人以上のインドネシア人（インドネシア在住の学生及び日本国内の特定技能実習

生）が登録しており、視察に訪れた職業訓練校の学生の中にも活用している者がいた。 

 以上の結果は iTherapyを用いて体系化した介護動画教材の有用性を強く支持するもので

あると考えられた。 

ただし、日本で介護分野での技能実習生として働くことに関して（生活・環境不安／言語・

試験不安）の２軸の不安が抽出されており、この不安を解消すための教材内容の追加も不可

欠であると考えられた。具体的には、各教材の項目に対応した国家験問題の例示及び確認テ

ストを受けられるような e-learning のシステム整備、介護動画の中での日本の文化や生活

習慣の紹介の挿入などの工夫が必要であると考えられた。今年度事業では、インドネシア人

技能実習生が自分たちの介護実践を動画にとり、それを iTherapyで解析した動画を公開す

る試みも行った。同じ国籍の者の実践を同国の技能実習生及び職業高校の学生が学ぶこと

ができる仕組みは、受容度が高く、今後この枠組みでの教材開発を進めることの有用性が示

唆された。 

 日本でケアワーカーとして勤務することを希望する高い技能を持った外国人を増やすた

めには、単に介護福祉士の資格を取るだけではなく、対象者の状態像を評価し、それを踏ま

えたサービスをプランニングできる技能を持った上位職種、具体的にはケアマネージャー

の資格や施設管理者の資格を持った人材を育成することが必要である。今年度事業では、利

用者の状態像を ICFの概念で整理する ICF シートを iTherapyと紐づけて、利用者を評価す

るためのモデル開発を試みた。いくつか改善点はあるが、iTherapy という標準的なコード

を用いることで、外国人にも分かりやすい評価手法の開発が可能であることが示された。こ

の精緻化が次年度以降の課題である。 
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６．今後の展開方針 

昨年度及び今年度の事業では時間的な制約と動画教材の作成方針の変更のため、作成し

た動画教材を長崎県及び北海道の施設のみで試行的に用いたが、今後国内外のケアワーカ

ー養成機関において使用した後、必要な修正を行い完成させる予定である。この教材を用い

ることで、外国人研修生が母国語と関連付けながら日本語でのケア技術の学習が可能とな

る。これにより標準的な技能を習得した後、我が国の関連国家資格を取得し、わが国の医療

介護の現場で就業する外国人ケアワーカーが増加することが期待される。また、帰国後、習

得した標準的なケア技術を活用して、母国の高齢者対策に貢献することも期待される。さら

にこの教材を用いることで、日本人の研修担当者が、外国人実習生の母国語を理解しながら

指導することで、研修の効果が高まると同時に、JICA 等で活用することで、わが国のケア

ワーカーがアジア諸国で介護技術を指導する教材としても活用できると考える。 
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